
病院マネジメントの現状を踏まえた取組

資料３



○分析に用いる経営指標の設定方法
○経営指標の具体的な経営改善策への結びつけ

病院マネジメントの観点から、更なる経営改革につながる方策の議論が必要ではないか

課題抽出に活用可能な、経営指標・データと業務改善策の関連付けを検討してはどうか
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（１）これまでの研究会におけるご意見（第３回）
○決算統計などに多くの指標があるが、必ずしも経営改革に生かされていないのではないか
⇒病院事業においても、指標を活用した経営分析に早急に取り組むべき

・経営指標を活用することで、経営の現状や課題等を把握し、管理者や医療スタッフが
具体的な行動と結びつけ、理解できるようにする
・住民、首長、議会に向けて効果的に説明を行えるようにする

（２）現状
○決算統計上に多くの経営指標が存在
○決算カードにおいて、経営指標の数値を全国平均や類似団体と比較

２．病院マネジメントの現状を踏まえた更なる経営の効率化に資する取組

論点１
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１．経営指標に関する現状



収益に関する指標 費用に関する指標 その他

他会計繰入金対経常収益比率 職員給与費対医業収益比率 総収支比率

他会計繰入金対医業収益比率 材料費対医業収益比率 経常収支比率

他会計繰入金対総収益比率 減価償却費対医業収益比率 医業収支比率

一日平均患者数（入院） 委託料対医業収益比率 累積欠損金比率

一日平均患者数（外来） 医師数 病床数

患者１人１日当たり診療収入（入院） 医師平均給与月額 平均在院日数

患者１人１日当たり診療収入（外来） 医師平均年齢 病床利用率

医師１人１日当たり診療収入（入院） 看護師数 紹介率

医師１人１日当たり診療収入（外来） 看護師平均給与月額

看護部門１人１日当たり診療収入（入院） 看護師平均年齢

看護部門１人１日当たり診療収入（外来） 准看護師数

医師１人1日当たり患者数（入院） 准看護師平均給与月額

医師１人１日当たり患者数（外来） 准看護師平均年齢

看護部門１人１日当たり患者数（入院） 事務職員数

看護部門１人１日当たり患者数（外来） 事務職員平均給与月額

100床当たり医師数 事務職員平均年齢

100床当たり看護部門職員数 医療技術員数

100床当たり薬剤部門職員数 医療技術員平均給与月額

100床当たり事務部門職員数 医療技術員平均年齢

100床当たり給食部門職員数 その他職員数

100床当たり放射線部門職員数 その他職員平均給与月額

100床当たり臨床検査部門職員数 その他職員平均年齢

100床当たりその他職員数 5

経営指標に関する現状（決算統計上の経営指標）
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経営指標に関する現状（公営企業決算カード）



総収支比率

総収益

特別利益

経常収益

医業外収益

他会計繰入金
他会計繰入金

比率

国・県補助金等

医業収益

他会計繰入金

入院収益

職員１人１日当たり診
療収入（医師、看護師）

職員１人１日当たり入院
患者数（医師、看護師）

患者１人１日当たり
入院収益

入院患者数

病床数
100床当たり職員

数（部門別）

平均在院日数

病床利用率

外来収益

職員１人１日当たり診
療収入（医師、看護師）

職員１人１日当たり外来
患者数（医師、看護師）

患者１人１日当
たり外来収益

外来患者数 紹介率

総費用

経常費用

医業費用

職員給与費、職員数、
平均給与月額、平均

年齢（職種別）

職員給与費対
医業収益比率

材料費
材料費対医業
収益比率

委託料
委託料対医業

収益比率

薬品費

投薬

注射
その他医療材

料費
減価償却費

減価償却費対
医業収益比率

医業外費用

支払利息

看護学院費

特別損失

累積欠損金

累積欠損
金比率

経常収支
比率

医業収支
比率
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経営指標に関する現状（経営指標の分類）
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２．経営指標を踏まえた改革の取組例等



経営改善の実行のために、現場を巻き込んだ、数値目標を備えたアクションプランやKPIを検討

新
公
立
病
院
改
革
プ
ラ
ン
達
成
の
た
め
の

具
体
的
な
行
動
計
画

アクション
プラン

期待される効果

数値目標を部門別に展開
（診療科、支援部門、

事務等）

各部門長と
数値目標について合意、

必要に応じて調整

各部門ごとに
目標実現のために
必要な対応策を検討

⇒各プロジェクトへ反映

○病院内外の環境を報告

 院長等の病院幹部が、現場職員に
説明し、現状を理解してもらう

○病院の戦略（方向性）を確認

 病院幹部が現場職員に向けて明確
に意思表示する

○他部門連携会議の開催

 部門横断的に各職種からメンバーを
招集

○アクションプラン・KPIの決定

○アクションプラン別の責任者・メンバー
の決定

○アンケート・ヒアリングによる意見収集
 現場職員への調査を行う

○アクションプラン一覧の作成

現場参画による
アクションプラン
とKPIの決定

改善案の
意見収集

現状と戦略
（方向性）
の共有

検討のステップ

改革の実現可能性を担保現場に実行の責任
○現場における当事者意識の醸成

○状況を最もよく把握する現場職員
が考える改善策の活用
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経営指標に関するコンサルタントからの見解
（新公立病院改革プランを踏まえた経営改革の例）



平成29年２月13日付けで実施した「公立病院の実態調査等」において、下記の結果を得た。

経営状況の統計的な分析手法について

病院幹部と職員の意思疎通の機会について

14

251

310

701

0 200 400 600 800

その他

定型的調査で

求められる

指標にとどまる

同規模病院との

ベンチマーク比較

経年比較

（手法） ※全858病院

複数回答可

（病院数）

○病院幹部が客観的な資料

をもとにした現場職員との

意思疎通の機会

を持つために

○他病院との比較を備えた

新たな分析の枠組み

の提示が有用ではないか

○同規模他病院との
比較を行う病院が
少ない

○定型的調査の
● ●

指標のみで分析する
病院も一定数存在

92

69

291

429

494

0 100 200 300 400 500 600 700 800

その他

機会を意識して

設けてはいない

業務改革の

職員提案制度を

導入

文書・HPによる

幹部の意向の伝達

直接対話する

機会がある

（手法） ※全858病院

複数回答可

（病院数）

○直接対話の機会
がない病院が半数弱

○現場職員の提案制度
がない病院が多い
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経営指標に関する公立病院へのアンケート結果



行いたい改善の合理性を、データを用いることで理解してもらう

●外来・入院の見直し ○当直体制、救急体制の見直し ○業務内容の見直し
●手術・検査などの見直し ○病診・病病連携 ○チーム医療の推進 etc.                                                                                      

医療職の過重労働を減らすための方策例

改善には医師の協力が不可欠

医師の協力を得るために

●外来・手術体制の見直し（外来患者数の適正化、水曜の整形外科外来を休診し手術日へ）

【用いたデータ】 外来患者数、紹介数、時間外延時間数／割合、午前中手術件数・割合

11

公立病院での改革事例（山形市立病院済生館）①

医療職の時間外労働が多い（～平成22年度）

外来患者数と紹介数の推移 午前手術数と時間外手術数
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【データから見える改善事項】

伸びが顕著
であり、
抑制が必要

横ばいでは
あるが、
更なる削減
が必要
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（一例として）

・紹介数
が横ばい

・外来患者数
が高止まり

・午前手術の
割合が
少ない

・時間外手術
が存在する
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【改善内容（平成22年度～）】
・可能な限り診療所へ患者を紹介 ・現状低い午前開始の手術割合を半分に増加
・整形外科の水曜午前外来の休診→手術日化 ・手術予定時間の厳守、定時手術の時間内開始

公立病院での改革事例（山形市立病院済生館）②

外来患者数と紹介数の推移 午前手術数と時間外手術数

・紹介数
の増加

・外来患者数
の減少

・午前手術割合
の増加

・時間外手術数
の減少

看護師の時間外労働は減少したが、医師には変化が見られなかった
今後、医師の時間外労働について、データをもとに再度要因を分析し、改善内容を検討

改善取組みの結果
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３．経営改革のために考えられる取組



１．病院幹部（事業管理者、院長、事務長など）の意識改革

現場とともに組織全体で
課題解決に取り組む姿勢

を持つ

現場の意見
を踏まえた
数値目標等
の設定

現場職員に
病院の戦略
（方向性）を

明確に意思表示

現場職員に

病院の置かれた
現状を共有

病院自らが経営の現状や
課題を客観的に把握

結果を病院内外に共有
⇒経営状況を見える化

代表的な経営指標により、
経年比較・類似団体比較

２．経営比較分析表の作成

多数存在する経営指標を
具体的な改革につなげる

組織の部門ごとに
日常業務に関連付け

経営層が考える目標の
達成に向け、
手法や行動を設定

３．目標・手法・組織の連関性を意識し、現場のアクションにつなげる改善策

経
営
改
革
の
実
現
へ
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経営改革のために考えられる取組



○総務省では、経営比較分析表の対象拡大・内容充実を公営企業の全面的な見える化として推進
○病院事業においても、経営指標の経年比較・類似団体比較を行い、経営改革につなげる
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グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成26年度全国平均

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。
※　平成22年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、企業債残高対事業規模比率、管渠老朽化率及び管渠改善率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

経営比較分析表
愛媛県　松山市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

1,205.17 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km

2
) 処理区域内人口密度(人/km

2
)

法適用 下水道事業 公共下水道 Ac1 517,462 429.37

－

- 49.00 60.66 73.34 3,315 313,349 48.74 6,428.99 【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　

「経常損益」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

2. 老朽化の状況について

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「使用料対象の捕捉」

2. 老朽化の状況

全体総括

「施設全体の減価償却の状況」 「管渠の経年化の状況」 「管渠の更新投資・老朽化対策の実施状況」

0.00

0.05

0.10

0.15

0.20

0.25

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 0.22 0.07 0.13 0.09 0.23

平均値 0.09 0.08 0.10 0.10 0.11

80.00

85.00

90.00

95.00

100.00

105.00

110.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 89.02 90.47 89.89 97.66 98.31

平均値 103.04 103.11 102.74 103.51 105.47

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 5.12 6.72 8.25 9.74 19.37

平均値 13.59 14.17 15.36 16.57 28.06

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 0.11 0.26 0.55 1.04 2.27

平均値 1.86 2.36 2.81 3.11 3.32

①経常収支比率(％)

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 76.80 89.95 104.74 98.28 100.66

平均値 13.66 14.03 15.05 11.76 13.30

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 1,106.70 197.89 212.32 945.70 26.44

平均値 211.52 191.62 184.15 205.35 52.63

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

1,400.00

1,600.00

1,800.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 1,532.75 1,380.17 1,382.44 1,176.23 1,164.09

平均値 934.38 959.10 941.18 893.45 843.57

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 80.96 83.64 83.20 95.66 95.59

平均値 92.76 93.53 93.55 95.24 99.86

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 192.80 186.16 187.01 183.66 186.42

平均値 153.69 152.28 153.24 150.75 147.29

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 52.02 52.96 51.65 52.40 53.41

平均値 62.05 61.64 61.73 61.10 61.03

90.00

90.50

91.00

91.50

92.00

92.50

93.00

93.50

94.00

94.50

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 91.37 91.49 91.75 91.76 91.81

平均値 92.76 93.10 93.10 93.47 93.83

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【107.74】 【4.71】 【56.46】 【776.35】

【94.57】【60.35】【142.28】【96.57】

【36.27】 【4.35】 【0.17】

○○県△△市

500,000

300,000

400.00 1,250.00

50.00 6,000.003,10060.0

※下水道事業の例を掲載

【記載内容、考え方】

①経年比較・類似団体
比較により、現状や
その背景について
分析

②経常収支比率が
100％以上でも、累積

欠損金比率が高い場
合は、引き続き経営改
善を図る必要

③原価が高いと、経費
回収率を引き下げ、

経営の効率性を低下
させる要因に

○上記２つの分析結果
に基づき、経営戦略の
策定・見直しや、都道
府県・近隣市町村との
情報共有・連携強化を
含めた、今後の改善に
向けた取組等を記載

上記①の他、
②’老朽化率が高いにも
関わらず、改善率が

低い場合は、更新が
進んでいない可能性

経営比較分析表の作成



経営指標は多数存在するが、具体的な改革に結びついていないのではないか？

目標・指標・日常業務を結びつけるプロセスを整備することで、経営改革を実現

・事業管理者、院長、事務長といった病院幹部が考える病院としての目標が、日常業務
のレベルで具体化されていない
・経営指標を用いた目標達成のためのPDCAサイクルが確立されていない
・目標達成のためのアクションが、組織の構成員やカウンターパートごとに具体化
されていない

院
長

事
務
長

医
師

看
護
師

コ
メ
デ
ィ
カ
ル

他
病
院

大
学
等

業
務
委
託
先

自
治
体

住
民

患
者

Ac
tio

n

Structure

手
法
、
行
動

組織、構造
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自
病
院

自
病
院

目標・手法・組織の連関性を意識した改善策の考え方



医
師

看
護
師

○初診や所見の時間を効的かつ効率的に

○手術件数や外来・入院の比率の調整

診察時間と診療報酬等のデータの相関性
⇒所見目標時間の設定

手術開始時間の厳守

○個々の業務の回し方に関する時間効率性

○病棟内の業務量に見合った看護師の配置

バーコード管理による定型的な看護行為
の時間データの分析

看護必要度と看護実施のデータを用いた
業務量の比較

②経営目標の経営指標・データへの落とし込み

経営状況（収支）の改善を図る

①経営層の考える経営目標

③業務ターゲットの設定

部門ごとに、日常業務に関連づけた取組や数値目標を設定

④部門別の具体的アクションの設定

○進捗状況を部門ごとに
確認

○指標の改善状況を病院
全体でも確認

⇒病院全体で共有し、
部門ごとにフィードバック

⑤共有・モニタリング
の実施

(1) 効果的かつ効率的な医療スタッフの業務 (2) 診療報酬の高い診療事業にスタッフを投下

職員給与費対医業収益比率を下げる

類似団体に比べ、職員給与費対医業収益比率が高い

○経常収支比率 ●医業収支比率
第
１
次指

標

●職員給与費対医業収益比率
○材料費対医業収益比率
○委託料対医業収益比率

医業収支の改善

医療＝人的投資増で収入増を図る （職員数の削減が妥当な策ではない場合も多い）

総収支の改善

総収益に占める医業収益の割合が大きい
類似団体に比べ、医業収支比率が低い

第
２
次指

標

経営比較
分析表
を活用
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目標・手法・組織の連関性を意識した改善策の具体的イメージ

選択肢として、職員給与費の削減か、収益の増加が考えられるが、



A-1 入院収益

A-2 外来収益

A-3 その他収益

A-1-a 入院単価

A-1-b 延べ患者数

A-1-b-1 入院患者数

A-1-b-2 退院患者数

A-1-b-3 平均在院日数

A-1-b-1-1 外来経由

A-1-b-1-2 紹介経由

A-1-b-1-3 救急経由

A-2-a 外 来

A-2-b 在 宅

A-2-a-1 外来単価

A-2-a-2 外来患者数

A-2-a-2-1 初診患者数

A-2-a-2-2 再診患者数

B-1 職員給与費

B-2 材料費

B-3 委託料

B-3 その他経費

B-1-a 医 師

B-1-b 看護職

B-1-c  薬剤師

B-1-d  コメディカル

B-1-e 事務職

※部門別の具体的アクションの例
【医師：初診や所見の時間を効果的かつ効率的に】

Input Output

B-3 → 診療時間の記録・
統計ソフト導入

B-1-a → ソフトの趣旨理解
B-1-e

B-1-e → 初診・再診に関する
B-3           診療報酬制度の特性

の把握

A-2-a-1→ 所見目標時間
A-2-a-2     の設定

A-2-a   → 外来収益の改善

A-1-b   → 手術・入院を
含めた資源投下
の最適化

B-1-a   → 医師の労働時間
の減少

職員給与費対
医業収益比率

システムや業務フローの導入により、
医業収益の向上と職員給与費の低下を図る

⇒例えば、職員給与費対医業収益比率の低下をもたらす

A 医業収益

B 医業費用
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目標・手法・組織の連関性を意識した改善策と指標の関係



19

（参考）

公立病院の実態調査等
（病院マネジメントの現状に係る内容）
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（参考）平成29年２月13日付け「公立病院の実態調査等」の調査結果①

①病院職員の意思疎通（事務管理部門と医療部門
の意思疎通）

②病院職員の意思疎通（事業管理者及び院長と事務長
・部局長の意思疎通）

③病院職員の意思疎通（定期的ミーティングの行われ方）
※「②病院職員の意思疎通」において「定期的にミーティングを行っている」を選択した

753病院

○事務部門と医療部門は約８割の病院が「普段
から業務改善を意識して（意思疎通が）図られて
いる」と回答。

○事業管理者及び院長と事務長・部局長は約９割
の病院が「定期的にミーティングを行っている」と
回答。

○さらに、「定期的にミーティング行っている」病院
のうち、「双方的な意見や情報交換が図られて
いる」と回答した病院が９割程度存在する。

○一方で、一定数は意思疎通が十分に図られて
いないと考えられる病院が存在する。
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（参考）平成29年２月13日付け「公立病院の実態調査等」の調査結果②

④病院経営事務関係（経営企画立案部門の状況） ⑤病院経営事務関係（経営企画立案部門に従事
する職員状況）

⑥病院経営事務関係（複数回従事した職員数）
※「⑤病院経営事務関係」において「首長部局からの人事異動又は設立団体からの
出向」を選択した502病院

○経営企画部門の状況において、「部課・部署は
設置されていない」病院が４割弱存在する。

○経営企画部門に従事する職員状況において、
６割弱の病院で「首長部局からの人事異動又は
設立団体からの出向」による職員が存在する。

○なお、「首長部局からの人事異動又は設立団体
からの出向」による職員のうち、約半数は初めて
従事する職員である。
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（参考）平成29年２月13日付け「公立病院の実態調査等」の調査結果③

⑦病院経営事務関係（経営状況の対外的周知）

○「経営状況の対外的周知」において、「設立自治体の議会」及び「設立自治体の執行部」に対しては
９割以上の病院が何らかの形で経営状況を周知している。

○なお、「地域住民及び患者」に対する経営状況の周知をしている病院は7.5割であり、前述の設立
自治体向けの周知に比して低い水準となっている。

○周知方法について、「地域住民及び患者への周知」をはじめ、様々な面で広報誌や院内掲示といった
文書等による周知が図られており、分かりやすく経営状況の「見える化」を行うことにより、各方面の
理解を得ることが重要。
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（参考）平成29年２月13日付け「公立病院の実態調査等」の調査結果④

⑧病院経営事務関係（診療報酬点数の分析）

○診療報酬点数の分析体制について、少なくとも「専属的に分析を
行う職員が行っている」・「外部業者に依頼している」病院（A）は
578病院（約67.4％）。

○一方、「特に体制を構築していない」病院（B）は278病院（約32％）
となっている。

⑨管理者向けの研修（参加状況） ⑩管理者向けの研修（有用と考えられる内容）

○管理者向けの研修の参加状況は、約９割が何らかの研修に参加している状況。
○なお、「興味深い研修には参加」すると回答した病院が半数近くを占めている。
○管理者向けの研修として有用と考えられる内容として、最も多い回答は「病院経営の手法」となっており、

754病院（約88％）が回答している。次いで、「医療制度や社会保険制度の動向」を回答した病院が651
病院（約76％）となっている。
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